
31年当面の理事長活動指針 決定策はないものの関係者と十分情報交換しながら次の諸制度をフル活用し、向上につなげていく方針

主要条件

・・・・・・・・ 経営能力の向上

・・・・ 経済基盤の充実

広域連携 新規就農の促進

法人化の推進

多面的機能支払交付金

　　　 中山間地直接払交付金

　　　

要 土地改良（農家負担ゼロ等）

    耕作条件不利農地の

    引き受け手への支援策

　　　　　　　　 いくつかの県・市 ・町単独施策　散見

要　活用予算枠増
　　　　　　（ニーズ・人気大）

現在３２％

担い手集団のパワーアップ
（営農組織）

国
へ
新
規
制
度
要
求

農地集積の向上(目標67％)

５年後に６７％達成目指せ（かなうか？）

要　推進強化
　　　　（家族全組合員型）

要　更なる制度活用
　　　　　　（利用促進）

要　制度利用継続
　　　　　　（継承不安）

貸し手の増大
（出し手）加齢etc.による

制
度
活
用
予
算
増

機構職員等関係者による

集積に向けての日常活動

による集積努力


